
軟弱地強上の護岸の言riJ!U管理と部・粘塑性挙動解析

Observational ConstYllction Contr，ol And Elasto Viscoplastic 

Analyses of Poor Ground Be]ow -a Revetment 

ノ!' *す
〉宇

浩 u七roshiKimura) 
f釘{康正登十字 内1asatoTahara) 

小笠原 5./， 典下川 (HiでosukeOgasawara) 

大綱徹夫料判 (Tetsuo 00hat8) 

キーワーズ:計測管理/蝉 粘想性/軟弱地盟主/変形/変位速度/有限袋素法 (IGC E2) 

まえ古;'" 

軟弱地機上の感土工事において、動燃観測を行い安定管理を た事例は多く、計i1¥IJ工訟の有用十字が認めら

れている。現在、安定管理lこ用いられている方法は、地盤の破擦に先j'Lって地重量変形や|昔1隙ホ:圧などになんらか

のうも駆現象が表れることを前提とした定性的な管理手訟に加え、水平。rr:H底変位、変形速度、星高土荷重などに着

目した管孫基準の設定による定量的な管理子法もとり入れられている。

しかし、土は不均ーであり個別的で再現，~t がなく、しかも粘土においては弾態性的性質のほかにクリープなど

のレオロジ一的性質を示し、特lこクリテイカルな状況下ではクリープ現象が顕著 tなるため、定量的な安定管理

が難しく定性的にならぎるを得な t....---函がある。まして、破壊に対して現在、あるいは次の段階でどの絞度安全

なのか号をま11ろうとすることは、はなはだ困難なことである。 ζれぞき可能にならしめる方法として、用いる材料モ

デルやパラメーターの設定 lと難しい問題を内在するが、有限委素法が有効!:考えられる。

本報告は、軟弱な終処理地盤上 lζ計画された竣深土土捨1誌の護岸工事に言Ii¥!U管理システムを取り入れ、無事に

工事を終えた)JX効例を紹介するとともに 定最約な安定管理を河台~，tιするための試みとして、粘土の蝉塑性的な

性質とクザ ブなどの待問依ぶ悦を統一的に表現!しうるという関口 太[11モデルを用いた持 粘塑約有限要素法

合せて紹介する。

2 工事概要

2 -1 蒸礎地燃の土性

土邸機ゴ上位隠を図-1 ，こ示す。 "::ti~品の地盤構成 tJ. 、:友!習に/，ijJII:IiE積物とみられる砂崩があり、以下i乙約13mの軟

m事も2

以

浦。

。。
。

図-1 j出叡土性凶
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弱な海成シルト層が堆積している。

それより以深は砂 砂レキ層である。

2 --2 工事内容

シルト屑

シルトinり
砂窟

ニlごL

工事は、地主聖書装土土捨場(照西

約 15km )の、護岸築造工事である。

その抱工断面を図-2 f己、工事[穏

を表--1 fこ示す。軟弱地総 1-.iこ築造

される捨石式護岸の施工は、 4次iこ

分けて行われ、渋深土の投入は、 1

一一一一一一一一一一一二段且

砂複層

2次の護岸]事完了後、外海と土

捨場内が遮断きれ土砂の漏出のない

状態で十 3.5 mまで行い、引続き 3

次工事施工後fe:十 5.0 mまで行った。

まi測管理は、昭和541手8月に計測

装置を設置し、 2次施工時から実部品

しfこ。

3 計測管理

当護岸工事が、図 3 ，乙示す円弧すべり計算結巣

から半uるように極めて厳しい条件下で施工されるた

め、以下iζ示す言11却i管埋与を実胞した。

3 -1 計測計画

計測装置の設置佼霞は、j)>:1-2および区1--4 iζ示

すとお行であ旬、設置基準は下記によった。

ニ 2)，);;し

r b回

盟問絡工

仁コ 4次施工

旦明正宣ー

図-2 護岸断函図
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表一 1 工事工程

-- 円弧すぺ 1)計算結果

①平面i期日置は、護岸延長すべてに亘って WO-~-I50

7仰に 1カ所を慕燃として配電する。(立)断両位置は

円弧すべり臨界再の中心直下ーになることを考慮し、

護岸法線より海側 3間とした。 ③設置深度は、十

分安定したfi'Tレキ震に少なくとも 2 税皮留者でき
。鉛B塩水平竃泡測定装輔

る深さとする。

計測装置は、議俸の変状を;地'1"の鉛i宵変1ftと水平

変{守iζ着目して管理するため、これらを向日寺iζ測定

できる鉛積 水平変&同時測定装置を使用した。 ζ

の装擦は、ローラ恕傾斜計を用いた地中水平変t;rの

測定と磁気セン升ーを応;むした層別沈下計による地

中鉛直変位の測定が可能なものである。この偽lζ賄

罪~*EE計も設霞し、その挙動 lζ 着目するとともに、

圧密度のチェッタにも利用する。なお、測定の頻度

開

o 100 :3，で)刊一__L__十一J

図--4 計測装置平面配置凶

i立、護岸施工中は毎日 1嗣、主金書長土投入中は 313 iと 1 問、施工休止中は 3 日~] 週間に 1I討を繰号室とした。
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情報の管理は次の 3部所で行い、現場事務所と解析担当

事務所の連絡は、即時性を要求されるため電話ファクシミ

リを利用してデータを送信し、コンピューターによって整

理し転送するシステムを取っている。

①工事現場:工事を進める直接の組織であり、データ採取

と解析結果lこ基づく施工を担当。 ②解析担当事務所・現場からのデータを受けて整理し、安全度を判断してそ

の結果を現場lζ伝える。 ③技術管理委員会:施主・管理コンサルタント 施工t担当の 3者で組織し、設計変更

及び施工の各段織で次の段階に進むべきか否かそ判断するなどの重要な決定を行う。

3 --2 管理システム

計測結果を施工へ有効に反映するために、ヨド:仁事では図

-51こ示す管理システム lζ従って、データの解析と運用を

行っている。

3 -3 管理指襟

表-21乙示す 6項目を安定管理の指標とした。乙のう

ち、裁荷時のせん断変形ならびに載術後のクリープ変形

1'-対して規制lする目的で、地中の卓越深度における水平

変位速度lこ対し管環基準値を設定した。これは、各盛土

施工段階前i乙必ず試験盛土を実施して地権の変形挙動を

綴測した結果l乙基ついて設定したものである。すなわち

そのときの水平変位速度 S口が、戦荷時においては 2.0 

一一一ー 一ー』

図-5 管理システム

管珂項目|償却|ーの指標注口以 説解

(，，) 
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以下で、樹立後は 0.3叫 ayを越える ζ となく零lE 12 F | 急激同卜
収束するという変形パヲーンlζ着目した。

また、軍基土速度、まき出し厚等についでも試験盛上に

よる変形挙動から決定し、次の載荷盛土は水平変校が零

iこ落ち着くまで中止した。さらに、潮位の変動によって

も水平変位速度が潟大するという計測データを重視し、

特に大潮時lこ向う時期の盛土施工はいli墜した。

(<-1 

間隙*庄
間際水止の上封

(f) 

変形形状

)I~状の変化

卓越深度の変化

!:T) SJi， S[-1 Sv 地中の越深度における水平変抑速度、水平

f在位および鉛直変位

表-2 安定管理の指襟

3 - 4 言li買11結果

図ーちは、護岸前面での長lJ燃の変形挙動令示したものである。 ζ れによると、水平変位の変形形状は、いずれ

も地中変位の卓越深度を境iと弓形l乙膨み IJlしており、初期に発生した卓越深度 (-5.0m)は、その後の増加荷重

に対してもほとんどその深度を変えていない。また、 ζ の卓越深度i立、円弧すべり計算(図 3 )における臨界

円の通過する深度とほぼ一致しており、計算f直・実浪IJj直ともにシルト上層部でのすべり破壊を示唆し γ いる。

図 7 I立、護岸前背lfriの変f世間である。背面!の水平変位は、その卓越深度を前面倒より上部 (-3.0m)とし、

当初、護岸荷重により埋立側へ変位していたが、昭和54年12月時点(凌津地撤高十2宮間)を境i乙前面側へその変

{I[を移行した。しかし、敷砂やシルト表層部l立、終始埋立倶nへ変位、している。この様l己、背商の計測装置を設置

するととによって、護岸付近の基礎地盤が復雑な変形挙動そすることが判った。これによると、前両の水平変イ立

には、 2愛護霊土Iと起悶する変形童と護岸荷重lζ起因する変形量が含まれており、全体的lζ大きな変形量となってい

る。しかし、護岸直下の地盤i乙蓄積きれる破壊ひずゐエネルギーは、護岸)前背言語の相対変形量に比例するものと

ηδ 
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関 6 基礎地埋設の変形挙動

図-'1 鉛直-水、ド変佼[';(1 図-8 (阻)

考えれば、みかけより少ないものと iinlmされる。従って、殺荷による応答変位を荷主義管F!iすることに意味があり

当工事に採用した変位速度による管理手法の有MH'f:があるものと思われる。

図 8t立、全施工中の卒越深度の水平変N:ベクト Jレrz!である G 乙れから、裁継地盤全体の変状が把振でき、関

口部から凶側の議岸部は当初から変形が大きい。その要因としてIR海底面が低く主主土荷噴が大義いことが考えら

れ、その品干告はすべり破壊の可能性器示唆している。当然、試験磁土は ζ の区間で..1';っている。

図一告は、水平君主位速度の経時変化闘である。変I¥i'速度は、盛士を行った直後;こピークとむ「り、):)、後は減少す

る彩考会とっている。ダンプトラックの走行や潮位の変動によって変位速度が期たすることもあるが、この場合は

急激に速度は低下する。凶-10.立、満潮時から平瀬目、;[1ζかけて変形測定を実施した時の卓越深皮ほおける変f立の

変動を示したものである。地盤l立、内外水般差による 稀の動的な繰り返し荷重や受け、干潮時には海倶uへ、 i援

に満潮時には埋立地側へ挙動するものの、長期間κわたって変位増進Ii:寄与するものと考えられる。
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図 9 *平変{立i忠度の経時変化

図 11は、沈下と水平妻子位章一の関係図である。本図は、鉛直変位同

時測定装置によって;地中の間一場所で計測した。シルト j賢一上討の沈下

と最大水平変位景の関係図である。これは、 らによって提案きれ

凶-10 潮汐 1<::.伴う地盤変動

10 

用しにくいー泌があるように思える。従って、 Si'1 ， SlySVによる管理

が有効であろう。

管理はある測点での値号全体挙動の代表{直として利用するものであり、地盤全体の状態把握は困難
である。そ

τいる管理方法であり、今回は同一場所での変{立関係であるため、変

化が大きく表れない欠点はあるが、 2. 3次方面 c後の不安定な状態が

この図から見られる。まに、 ~J- 6 i乙示した沈下と水平変紋蓄の比で、

ある S予らは、最大で1.5程度を示した。

以上、計測結果の一部を紹介してきたが、当工事が波書葉土土捨場の

議室岸工事という特異性(道路工事のような台形盛土と異なり盛土の位

置。形状・時期等が複雑)と、クワテイカルな施工℃あることから、

クリープ変形が卓超し地盤が複雑な変形挙動を果している。現不E提案

されている台形盛土を対象とした定量的な l立、当工事には過

関-11 沈下と水平変校最

こで、定量的な安定管理を可能とするための一段階として、 5単品粘重皇位有限要素法を行う ζ とにした
。

4 事事@粘塑性有限要素解析

4 --1 構成関係式

関口・太悶らが提案した弾・粘塑性モデ Jむを用いる。粘塑性ポテンシャル関数 Fの具体的な裂は

F=αen ど Xp(士) =υiP .................-.."'.........-.....-.. ...................."'............. (1) 

f = f子一)十 D(単一可。)・ .....・ G 匂・ e ・d ・.....占...…………軍司...… ーい ω
1'0 P 

こζiζ、 α""次圧縮指数ヲ υ0;初期.f*積ひずみ速度 t 緩i品l時間 uP;f本議ひずみの粘塑性成分， p ;平

均有効応力 1 qsγ時般化きれた主:応力差 A;庄縮指数， k 膨潤指数 D ダイレイタンシー係数ヲ eo;初JliJ

間際比， PO;幸男郷平均有効応力〉可0;有効応力ltq司/pの初期{i直である。

また、間際水庄の消散過程l立、 Biotの圧草野方程式lζ主主づいた宥効応力解析による。このプログラム
の検証とし

て、輪対称・非排水条件 Fで低迷せん断試験解析奇行いその妥当性を纏めている。(図--12 ) 

m
h
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凶-12 CU試験時の有効応力径路 凶-13 一軸圧縮試験シミュレーション

4 -.2 士主主定数

本解析に用いた定数を表-3 tと示す。このうち、 D.切については次 A = 0.385 eo口 215

のように決定したり κ=  0.0434 po = 0.5 kg.{t， 
9 ) 

まず、ダイレイタンシー係数 Dは、 T陸部の提案式から決定した。 D百円07 κo' 0.5 

M=175(1 千)ωα=州.29 Kχ =Ky=  lA4XlO-4 

ここに、 M;破壊時の有効応力比で M= ( )， --κ) /D. ( 1ート eo) uo= 1 x 10-7 day-l 

また、初期体積ひずみ速度 uol立、」軸圧縮試験シミュレ ション計算か

ら、 軸圧縮試験結果を比較的よく表現する υ。を決定した(間一 13)。

解析モデルはE翌日 iこ示すと

おりであり、上 下両のみ耕水

境界とし、側面をスライド、"}'

耐を固定文挙として平面ひずみ

条件で解析した。なお、盛土材

の悶UjJIーを要素迫力持機能により考

慮した c

表-3 諮パラメータの飴

図…14 解析モデノl〆図

4 3 解析結巣

有効応力解析の、次の 3つの領域ぞは盛土載荷から放置期間における jJ'，;1J径路は異なっている(図-15 )。

1 )島幸土中央部一一一一平均有効応力 pがほぼ一定のまま主応力差 qが載術にともなって増加し、裁荷終了後は排

水が卓産量するにめ pが増加し安定な方向にいくのその傾向は表白1(排水馬界)Iこj!iい程顕著であり、居中央部よ

り安全率(M/  ( q/p )で表すことにする)が逆転し大きくなる 2) 法尻部 総事;Jrjl 1:1:鴻土中央部と伺

1挙動や示すが、章E蒜i終了後<D般霞期間中は応力緩和jがみられ pが減少し qI土機大ずる。すなわち、この領域の

有効応力径路は終始危険な方!古Hといっているの 3) 法尻からさらに紛れた領域一一一一一載荷期間中の応力径践は

Pが減少しョが増大するため危険な方向に向うが、放僅期問中は応力緩和によち pが減少し qが増大するため危

険な方向へと移行する。これらのことから、 の着目』訟は が有効と言えよう。

図-16花、水平変{立の実視Hi直と計算{障の比較告示す。 ζれによると、 の小さい時点では変形の議・形状と

も比較的よく一致しているが、変形が進むにつれて計算値の方が小きく、施工休止中は逆p:埋土側へもどるとい

う給果となった。 ζ の差異i立、施工休止中も変形が大きくなるクリーブ変形の著レき吾、本;解析では表現できな
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図-15 捨石投入時および放置期間中の有効応力径路と安全率

かったものと考える。図-17は、

一要素における平面ヒズミ非排水

応答解析を行って現諭計算値と比

較したものであり、逐次積分のI時

間 ~J み叫が大きくなる程精度がお

ちている。そ ζで、本解析ではふt

= 1 ~ 3 dayとしJているためかな

り精度は粗くなっているものと考

えられ、捨石投入後の放置期間中

をム1= 1 酬として数{ステップ言r~章一

を試みた。その結果、休止中も変

形が外側にミt，じるという現象が得

らオlた。

この様lζ 、クリープ変形そ精度

よく表現するためには、時間主Ijみ

を小きくとる必要があり、計算ス

テッブは英夫;となる。従って、計

算容議ならびに費用の厨から閤難

であり、今後の課題となった。

以上、盛土荷重による粘土地艇

の応力 変形挙動を勝粘塑性有

限要素法によって解析することは

荷効と考えられ、定量的な安定管

塑につながるものと思われる。
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5. あとがき

無処理地盤でしかも円弧すべりの安全率 SF宇1.0程度というクリテイカルな条件下での護岸埋立工事を無事に

終えることができ、計測管理の有効性を一段と確認した。今後多〈の現場計測データが集積きれ、土質工学的判

断が積み重ねられる一方、有限要素法等の試みにより定量的管理が可能になるものと患われる。
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